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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第57期
第２四半期
連結累計期間

第58期
第２四半期
連結累計期間

第57期

会計期間
自 平成26年２月１日
至 平成26年７月31日

自 平成27年２月１日
至 平成27年７月31日

自 平成26年２月１日
至 平成27年１月31日

売上高 (千円) 32,536,476 35,087,873 63,373,201

経常利益 (千円) 2,323,237 2,669,816 2,934,380

四半期(当期)純利益 (千円) 1,701,186 1,818,979 3,936,553

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 1,631,339 2,238,186 3,940,690

純資産額 (千円) 15,482,042 19,501,873 17,488,420

総資産額 (千円) 33,133,685 38,774,055 36,506,873

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 35.35 37.80 81.81

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 46.7 50.3 47.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,447,434 3,512,082 1,969,871

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △20,699 3,117,212 △343,204

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △549,262 △1,036,834 △1,752,243

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 6,130,129 10,768,084 5,162,195

 

回次
第57期
第２四半期
連結会計期間

第58期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成26年５月１日
至 平成26年７月31日

自 平成27年５月１日
至 平成27年７月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 1.44 2.93

(注) １ 当社は、四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しており

ません。

４ 当社は、平成27年８月１日付で普通株式１株につき1.5株の割合をもって株式分割を行っておりますが、第57

期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

「第２ 事業の状況」に記載の売上高、受注高等の金額には、消費税等は含まれておりません。

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて、重要な変更はありませ

ん。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定、締結及び変更等はありませ

ん。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において、当グループが判断

したものであります。

 

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結累計期間（平成27年２月１日～平成27年７月31日）におけるわが国経済は、個

人消費が底堅く推移したことや、企業収益が改善傾向にあること等から、緩やかな回復基調が継続

しました。

　当ディスプレイ業界の事業環境につきましては、公共投資に足踏みが見られたものの、企業の設

備投資は引き続き増加基調となり、堅調に推移しました。

　このような状況のもと当グループは、新たに策定した中期経営計画（平成28年１月期～平成30年

１月期）に基づき、安定・確実な成長を持続させるとともに、優れた価値創出で他を圧倒すること

を目標に、事業活動を展開してまいりました。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は350億87百万円（前年同四半期比7.8％増）とな

り、営業利益は26億５百万円（前年同四半期比13.5％増）、経常利益は26億69百万円（前年同四半

期比14.9％増）、四半期純利益は18億18百万円（前年同四半期比6.9％増）となりました。

　なお、当第２四半期連結累計期間の受注高は327億22百万円（前年同四半期比9.7％減）となりま

したが、これは前年同四半期の受注が大変好調であったことによるものであります。

 

報告セグメント等の業績は、次のとおりであります。

(a) 商業その他施設事業

商業その他施設事業においては、引き続き良好な市場環境に支えられ、ショッピングセンター

やブライダル施設、インバウンド効果によるホテル改装等の案件を多く手掛けたこと等から、売

上高、営業利益ともに堅調に推移しました。

この結果、商業その他施設事業の売上高は209億73百万円（前年同四半期比13.1％増）、営業

利益は15億25百万円（前年同四半期比16.9％増）となりました。

(b) チェーンストア事業

チェーンストア事業においては、コンビニエンスストア等の新改装が堅調に推移したこと及び

懸念された外注コストの増加リスクが顕在化しなかったことから、売上高、営業利益ともに前年

同四半期を上回りました。

この結果、チェーンストア事業の売上高は75億22百万円（前年同四半期比4.7％増）、営業利

益は３億47百万円（前年同四半期比133.6％増）となりました。
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(c) 文化施設事業

文化施設事業においては、公共投資全体では足踏みが見られたものの、各種博物館の案件を多

く手掛け、売上高、営業利益ともに前年同四半期を上回りました。

この結果、文化施設事業の売上高は61億79百万円（前年同四半期比7.6％増）、営業利益は５

億40百万円（前年同四半期比4.3％増）となりました。

(d) その他

その他においては、第１四半期連結会計期間において、連結子会社の株式を一部譲渡し、当該

会社を持分法適用会社としたこと及び他の連結子会社において所有不動産を売却し、不動産の賃

貸管理事業が終了したことから、売上高、営業利益ともに前年同四半期を下回りました。

この結果、その他の売上高は４億12百万円（前年同四半期比60.9％減）、営業利益は１億77百

万円（前年同四半期比44.0％減）となりました。

 

(2) 財政状態の分析

資産の部の合計額は、前連結会計年度末に比べて6.2％増加し、387億74百万円となりました。こ

れは、主に連結子会社である合同会社丹青ビルマネジメントが所有しておりました土地、建物等の

譲渡により有形固定資産が27億11百万円減少したものの、現金預金が56億５百万円増加したことに

よるものであります。

負債の部の合計額は、前連結会計年度末に比べて1.3％増加し、192億72百万円となりました。こ

れは、主に借入金が12億39百万円減少したものの、未成工事受入金が16億47百万円増加したことに

よるものであります。

純資産の部の合計額は、前連結会計年度末に比べて11.5％増加し、195億１百万円となりまし

た。これは、主に剰余金の配当を２億24百万円行ったものの、四半期純利益を18億18百万円計上し

たため、利益剰余金が15億94百万円増加したことによるものであります。

 

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況については、「現金及び現金同等物の増

減額」が56億５百万円の増加（前年同四半期連結累計期間は８億63百万円の増加）となり、当第２

四半期連結会計期間末の残高は107億68百万円（前年同四半期連結会計期間末は61億30百万円）と

なりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、35億12百万円の収入（前年同四半期連結累計期間は14

億47百万円の収入）となりました。これは、主に仕入債務（支払手形・工事未払金等）が３億15

百万円減少し、法人税等の支払いにより８億77百万円支出したものの、税金等調整前四半期純利

益を28億50百万円（前年同四半期連結累計期間は23億71百万円の税金等調整前四半期純利益）計

上したことに加え、未成工事受入金が16億56百万円増加したことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、31億17百万円の収入（前年同四半期連結累計期間は20

百万円の支出）となりました。これは、主に有形固定資産の売却によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、10億36百万円の支出（前年同四半期連結累計期間は５

億49百万円の支出）となりました。これは、主に社債の発行により４億92百万円増加したもの

の、長期借入金の返済により13億41百万円、配当金の支払いにより２億24百万円それぞれ支出し

たことによるものであります。

 

EDINET提出書類

株式会社丹青社(E00208)

四半期報告書

 5/24



(4) 対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社は、平成26年２月28日開催の取締役会において、当社の財務及び事業の方針の決定を

支配する者の在り方に関する基本方針（以下、「基本方針」といいます。）を決定するとともに、

基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止

するための取組みとして、当社株式の20％以上の取得行為（以下、「大規模買付行為」といいま

す。）への対応策（以下、「本プラン」といいます。）を継続することを決議し、平成26年４月25

日開催の第56回定時株主総会にて承認されました。その概要については、以下のとおりでありま

す。

① 基本方針の内容

当グループは、「より良い空間創造を通じて豊かな社会と生活の実現に貢献する」ことを経営

理念とし、人と人、人とモノ、人と情報が行き交う空間を「社会交流空間」ととらえ、空間やメ

ディアを有効活用し、魅力ある「社会交流空間」の創造を事業として、創業以来発展をしてまい

りました。

現在では、百貨店・ショッピングセンター、各種専門店、博覧会や各種イベント、オフィス、

ホテル、アミューズメント施設等を対象とした「商業その他施設事業」、ファストファッション

店舗、ファストフード店舗、コンビニエンスストア等の全国にチェーン展開を行っている店舗施

設を対象とした「チェーンストア事業」、博物館、美術館、企業ミュージアム等を対象とした

「文化施設事業」、以上３つの事業分野においてディスプレイ業を展開しております。

さらに、商業施設の運営・管理等、ディスプレイ業に関連した事業を展開しており、あらゆる

分野の空間づくりにおける調査・企画から設計、施工、運営・管理まで事業領域を拡大しており

ます。

当グループは、事業領域を拡大する過程において、上記に掲げる事業分野の調査、研究、企

画、設計、施工、監理及びこれらに関連する事業活動に関する経営ノウハウを着実に積み重ね、

「空間づくりの問題解決力、実現力」を向上させるとともに、株主や従業員、さらには委託先、

取引先等の各ステークホルダーとの間に、長期にわたり強固な信頼関係を構築してまいりまし

た。

これら「空間づくりの問題解決力、実現力」及び「各ステークホルダーとの強固な信頼関係」

は、当グループの中長期的な成長を支える基盤であり、まさに企業価値を生み出す源泉であると

考えております。

当社取締役会としましては、当社が上場会社として株式の流通を市場に委ねている以上、会社

を支配する者の在り方は最終的には株主の多数意見によって決定されるべきものと認識してお

り、会社の経営権の異動を伴うような提案をただちに否定するものではありません。

しかしながら、当社株式の大規模な買付行為等を実施する者の中には、当グループの事業特性

を十分に把握せず、上記に掲げる企業価値を生み出す源泉となる部分を軽視し、中長期的に見て

当グループの企業価値を毀損するおそれのある提案がなされる場合も想定されます。

当社取締役会は、株主共同の利益及び中長期的な企業価値を保全する観点から、このような提

案を行う者は当社の経営を支配する者として不適当であると認識しており、当該提案を受けた場

合、適宜適切な対応を行ってまいる所存であります。

② 本プランの内容（基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定

が支配されることを防止するための取組み）

ⅰ 本プラン導入の目的

本プランは、上記①に述べた基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業

の方針の決定が支配されることを防止するための取組みとして導入するものであります。

当社株式に対する大規模買付行為が行われた際に、株主の皆様が適切な判断を行うための

必要かつ十分な情報及び時間を確保すること及び大規模買付者と交渉を行うこと等により、

当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させることを目的としております。

ⅱ 本プランの概要
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本プランは、当社株式に対する大規模買付行為が行われるに当たり、株主の皆様が適切な

判断を行うための必要かつ十分な情報及び時間を確保する目的から、当社取締役会が定める

大規模買付者が従うべき大規模買付ルールと、大規模買付行為に対して当社が取りうる対抗

措置から構成されております。当社取締役会は、大規模買付ルールの遵守を大規模買付者に

求め、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合及び遵守した場合につき一定の対

応方針を定め、必要に応じて新株予約権の無償割当て等による対抗措置を決議いたします。

また、当社は、当社取締役会による判断の客観性を担保する観点から、当社と独立した立

場にある社外取締役、社外監査役及び社外の有識者で構成される独立委員会を設置すること

とし、当社取締役会は独立委員会の勧告を最大限尊重した上で、対抗措置の発動の是非を決

定するものといたします。

なお、独立委員会は、当該大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著

しく損なうと認められる買付行為に該当するか否かが検討課題となっている場合に対抗措置

を発動すべき旨勧告する際、当該対抗措置の発動に関して株主意思確認のための株主総会

（以下、「株主意思確認総会」といいます。）の承認を得るべき旨の留保を付すことができ

るものとなっております。

当社取締役会は、対抗措置の発動に関して、独立委員会があらかじめ対抗措置の発動に関

して株主意思確認総会の承認を得るべき旨の留保を付した場合、又は当該大規模買付行為が

当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと認められる買付行為に該当するか

否かが検討課題となっており、かつ、株主意思確認総会の開催に要する時間等を勘案した

上、取締役会が善管注意義務に照らし株主の意思を確認することが適切と判断する場合に

は、株主意思確認総会を招集し、対抗措置の発動に関する株主の皆様の意思を確認すること

ができるものとなっております。

③ 本プランに関する当社取締役会の判断及びその判断に係る理由

   当社取締役会は、以下の理由により、本プランが上記①の基本方針に沿い、当社の企業価値

ひいては株主共同の利益を損なうものではなく、当社の会社役員の地位の維持を目的としてい

るものではないと判断しております。

ⅰ 買収防衛策に関する指針の要件をすべて充足していること

本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同

の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（①企業価値・株

主共同の利益の確保・向上の原則、②事前開示・株主意思の原則、③必要性・相当性の原

則）をすべて充足しております。また、本プランは、企業価値研究会が平成20年６月30日に

発表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」を勘案した内容となってお

ります。

ⅱ 株主共同の利益の確保・向上を目的としていること

本プランは、当社株式に対する大規模買付行為が行われた際に、株主の皆様が当該大規模

買付行為に応じるべきか否かを判断するために必要な情報や時間を確保し、株主の皆様のた

めに大規模買付者と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株

主共同の利益を確保し、向上させることを目的に導入するものであります。

ⅲ 株主意思を尊重していること

本プランは、平成26年４月25日開催の第56回定時株主総会において株主の皆様のご承認を

いただいております。

また、一定の場合には、本プランに従った対抗措置の発動の是非について、当社取締役会

が株主意思確認総会を招集し、株主の皆様の意思を確認することができるものとなっており

ます。

なお、本プランの有効期間は、平成29年の当社定時株主総会終結の時までと設定されてお

りますが、その時点までに当社株主総会において本プランを変更又は廃止する旨の決議が行

われた場合には、本プランは当該決議に従い変更又は廃止されることとなり、株主の皆様の

意向を反映することが可能なものとなっております。
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ⅳ 独立性の高い社外者の判断の重視

当社は、本プランの導入に当たり、当社取締役会の恣意的判断を排除し、株主の皆様のた

めに本プランの運用に際しての実質的な判断を客観的に行う機関として、独立委員会を設置

いたします。

独立委員会は、当社の業務執行を行う経営陣から独立している、当社の社外取締役、社外

監査役及び社外の有識者から選任される委員３名以上により構成されます。

また、独立委員会の判断概要については必要に応じ株主の皆様に情報を開示することと

し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資する範囲で本プランの透明な運営が行われ

る仕組みを確保しております。

ⅴ 第三者専門家の意見の取得

本プランにおいて独立委員会は、大規模買付者が出現すると、当社の費用で、独立した第

三者（ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専

門家等）の助言を受けることができるとしております。これにより、独立委員会による判断

の公正さ及び客観性がより強く担保される仕組みとなっております。

ⅵ デッドハンド型もしくはスローハンド型買収防衛策ではないこと

本プランは、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により廃止するこ

とが可能なものとなっております。したがって、本プランは、デッドハンド型買収防衛策

（取締役会の構成員の過半数を交代させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）ではあ

りません。

また、当社は取締役の期差選任を行っていないため、本プランはスローハンド型買収防衛

策（取締役会の構成員の交代を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時

間を要する買収防衛策）でもありません。

 

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。

 

(6) 生産、受注及び販売の実績

当第２四半期連結累計期間において、その他の受注実績及び売上実績が著しく減少しておりま

す。これは、主に連結子会社の株式を一部譲渡し、当該会社を持分法適用会社としたこと及び他の

連結子会社において所有不動産を売却し、不動産の賃貸管理事業が終了したことによるものであ

り、その他の当第２四半期連結累計期間の受注実績及び売上実績は、４億12百万円（前年同四半期

比60.9％減）であります。
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(7) 主要な設備

当社の子会社である合同会社丹青ビルマネジメントの所有する以下の固定資産を、平成27年３月

31日付で譲渡いたしました。

報告セグメント
等の名称

設備の内容
(所在地)

帳簿価額
譲渡価額
合計
(千円)建物及び構築物

(千円)

機械、運搬具及
び工具器具備品

(千円)

土地
(千円)
(面積㎡)

合計

(千円)

その他
賃貸用不動産
(東京都台東区)

782,922 0
1,757,000
(1,153.34)

2,539,922 2,689,213
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 124,800,000

計 124,800,000

（注） 平成27年６月９日開催の取締役会決議により、平成27年８月１日付で株式分割に伴う定款の変更が行われ、発行

可能株式総数は62,400,000株増加し、187,200,000株となっております。

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成27年７月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年９月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 32,282,714 48,424,071
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数
100株

計 32,282,714 48,424,071 ― ―

（注） 平成27年８月１日付で普通株式１株につき1.5株の割合をもって株式分割を行ったため、発行済株式総数が

16,141,357株増加しております。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年５月１日～
平成27年７月31日

― 32,282,714 ― 4,026,750 ― 4,024,840

（注） 平成27年８月１日付で普通株式１株につき1.5株の割合をもって株式分割を行ったため、発行済株式総数残高が

16,141,357株増加しております。
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(6) 【大株主の状況】

  平成27年７月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 東京都中央区晴海１－８－11 2,376 7.36

丹青社取引先持株会 東京都台東区上野５－２－２ 1,727 5.35

株式会社みずほ銀行
(常任代理人 資産管理サービス信託銀行株式会社)

東京都千代田区大手町１－５－５
(東京都中央区晴海１－８－12)

1,401 4.34

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１－１－２ 1,336 4.14

第一生命保険株式会社
(常任代理人 資産管理サービス信託銀行株式会社)

東京都千代田区有楽町１－13－１
(東京都中央区晴海１－８－12)

1,271 3.93

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 988 3.06

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 東京都港区浜松町２－11－３ 974 3.01

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６ 964 2.98

ファンネックス・アセット・マネジメント株式会社 東京都港区虎ノ門１－２－10 905 2.80

丹青社従業員持株会 東京都台東区上野５－２－２ 871 2.69

計 ― 12,818 39.71
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成27年７月31日現在
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
 （自己保有株式）
普通株式     205,600

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式  32,041,700 320,417 ―

単元未満株式 普通株式      35,414 ― ―

発行済株式総数 32,282,714 ― ―

総株主の議決権 ― 320,417 ―

（注）１ 「完全議決権株式(その他)」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が6,500株(議決権65個)含まれて

おります。

２ 「単元未満株式」の普通株式には、当社所有の自己株式93株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成27年７月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

 
発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

 
(自己保有株式)
株式会社丹青社

東京都台東区上野
５－２－２

205,600 ― 205,600 0.64

計 ― 205,600 ― 205,600 0.64

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（平成19年内閣府令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）

に準じて記載しております。

 

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成27年

５月１日から平成27年７月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年２月１日から平成27年

７月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レ

ビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(平成27年１月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年７月31日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 5,162,195 10,768,084

受取手形・完成工事未収入金等 9,561,647 9,063,514

未成工事支出金等 ※１ 8,160,456 ※１ 7,631,457

その他 1,544,595 1,159,450

貸倒引当金 △14,273 △14,152

流動資産合計 24,414,621 28,608,354

固定資産   

有形固定資産 5,751,379 3,039,797

無形固定資産 311,300 265,391

投資その他の資産   

退職給付に係る資産 1,672,675 1,837,133

その他 4,623,346 5,308,471

貸倒引当金 △266,450 △285,093

投資その他の資産合計 6,029,572 6,860,512

固定資産合計 12,092,252 10,165,701

資産合計 36,506,873 38,774,055

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 9,362,600 8,964,893

短期借入金 1,526,279 306,630

1年内償還予定の社債 100,000 100,000

未払法人税等 787,449 704,011

未成工事受入金 2,274,512 3,921,727

賞与引当金 896,285 724,422

その他の引当金 373,092 230,994

その他 1,856,873 2,044,552

流動負債合計 17,177,094 16,997,231

固定負債   

社債 700,000 1,150,000

長期借入金 800,000 780,000

退職給付に係る負債 18,361 20,029

引当金 86,255 70,553

その他 236,741 254,367

固定負債合計 1,841,358 2,274,951

負債合計 19,018,452 19,272,182

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,026,750 4,026,750

資本剰余金 4,024,848 4,024,950

利益剰余金 8,662,429 10,256,867

自己株式 △70,683 △70,978

株主資本合計 16,643,344 18,237,590

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 874,268 1,261,367

繰延ヘッジ損益 29,355 21,876

為替換算調整勘定 82,883 91,422

退職給付に係る調整累計額 △141,431 △110,383

その他の包括利益累計額合計 845,076 1,264,283

純資産合計 17,488,420 19,501,873

負債純資産合計 36,506,873 38,774,055
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  (単位：千円)

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年２月１日
 至 平成26年７月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年２月１日
 至 平成27年７月31日)

売上高 32,536,476 35,087,873

売上原価 26,689,220 28,644,529

売上総利益 5,847,256 6,443,344

販売費及び一般管理費 ※１ 3,551,467 ※１ 3,838,223

営業利益 2,295,789 2,605,121

営業外収益   

受取配当金 23,497 24,612

仕入割引 25,803 27,910

その他 33,720 53,110

営業外収益合計 83,021 105,633

営業外費用   

支払利息 22,866 16,094

その他 32,707 24,843

営業外費用合計 55,573 40,937

経常利益 2,323,237 2,669,816

特別利益   

固定資産売却益 － 149,290

その他 52,117 34,570

特別利益合計 52,117 183,860

特別損失   

投資有価証券売却損 3,774 －

ゴルフ会員権評価損 － 3,600

特別損失合計 3,774 3,600

税金等調整前四半期純利益 2,371,580 2,850,077

法人税、住民税及び事業税 284,812 797,201

法人税等調整額 385,582 233,896

法人税等合計 670,394 1,031,098

少数株主損益調整前四半期純利益 1,701,186 1,818,979

四半期純利益 1,701,186 1,818,979
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年２月１日
 至 平成26年７月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年２月１日
 至 平成27年７月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,701,186 1,818,979

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △50,515 387,098

繰延ヘッジ損益 △5,710 △7,479

為替換算調整勘定 △13,621 8,538

退職給付に係る調整額 － 30,725

持分法適用会社に対する持分相当額 － 322

その他の包括利益合計 △69,846 419,206

四半期包括利益 1,631,339 2,238,186

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,631,339 2,238,186

 

EDINET提出書類

株式会社丹青社(E00208)

四半期報告書

16/24



(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年２月１日
 至 平成26年７月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年２月１日
 至 平成27年７月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 2,371,580 2,850,077

減価償却費 129,208 270,986

貸倒引当金の増減額（△は減少） 18,570 38,065

賞与引当金の増減額（△は減少） △415 △151,241

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 11,175 △21,078

工事損失引当金の増減額（△は減少） 45,319 △57,054

退職給付に係る資産負債の増減額（△は減少） － △155,511

その他の引当金の増減額（△は減少） △12,567 －

受取利息及び受取配当金 △25,678 △26,794

支払利息 22,866 16,094

固定資産売却損益（△は益） － △149,290

売上債権の増減額（△は増加） △738,772 347,937

未成工事支出金等の増減額（△は増加） △763,730 527,701

仕入債務の増減額（△は減少） 1,536,321 △315,633

未成工事受入金の増減額（△は減少） △306,672 1,656,198

その他 △604,873 △444,914

小計 1,682,332 4,385,543

利息及び配当金の受取額 26,771 27,680

利息の支払額 △43,102 △23,312

法人税等の支払額 △218,567 △877,828

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,447,434 3,512,082

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △1,539 △13,153

有価証券及び投資有価証券の売却による収入 78,119 29,552

有形固定資産の取得による支出 △57,859 △65,534

有形固定資産の売却による収入 2,704 3,330,489

無形固定資産の取得による支出 △12,792 △6,581

無形固定資産の売却による収入 257 －

敷金及び保証金の差入による支出 △17,092 △295,531

敷金及び保証金の回収による収入 4,421 17,371

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

収入
－ 92,920

関係会社株式の取得による支出 △19,600 －

その他 2,682 27,679

投資活動によるキャッシュ・フロー △20,699 3,117,212

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 596,489 1,350

長期借入れによる収入 － 100,000

長期借入金の返済による支出 △330,000 △1,341,000

社債の発行による収入 － 492,960

社債の償還による支出 △550,000 △50,000

リース債務の返済による支出 △19,540 △15,537

自己株式の取得による支出 △739 △333

自己株式の処分による収入 50 140

配当金の支払額 △245,523 △224,414

財務活動によるキャッシュ・フロー △549,262 △1,036,834

現金及び現金同等物に係る換算差額 △13,625 13,428

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 863,847 5,605,889

現金及び現金同等物の期首残高 5,266,281 5,162,195

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 6,130,129 ※１ 10,768,084
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更に関する注記）

㈱丹青モールマネジメントにつきましては、平成27年２月２日付で株式の一部を譲渡し、当社

の議決権の所有割合が30.0％となったため、第１四半期連結会計期間より、連結の範囲から除外

し、持分法適用の範囲に含めております。

 

（会計方針の変更）

退職給付に関する会計基準等の適用

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付

会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第25号　平成24年５月17日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35

項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて第１四半期連結会計期間よ

り適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を

給与基準及びポイント基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を従業

員の平均残存勤務期間に近似した債券の利回りに基づく割引率を使用する方法から、退職給付

の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法

に変更いたしました。

この変更により、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

 

（会計上の見積りの変更）

耐用年数の変更

当社は、平成27年９月24日に本社を東京都港区へ移転する予定であり、当該移転につきまし

て平成26年12月９日開催の取締役会において決議いたしました。これに伴い、現本社ビルの土

地及び建物等につきまして、経営資源の有効活用を図るため譲渡いたします。

当該固定資産のうち建物等につきましては、移転予定月までの期間で減価償却が完了するよ

うに第１四半期連結会計期間より、耐用年数を変更しております。

これにより、従来の方法に比べて当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金

等調整前四半期純利益が122,337千円それぞれ減少しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、セグメント情報等に記載しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１ 未成工事支出金等の内訳は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(平成27年１月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年７月31日)

未成工事支出金 8,139,905千円 7,608,848千円

商品 19,822 22,060

材料貯蔵品 729 548

計 8,160,456 7,631,457

 

 ２ 偶発債務（保証債務）は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(平成27年１月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年７月31日)

㈱サード 3,723千円 2,551千円
（注） 同社のリース及びレンタル取引に係る免責的債務引受契約に基づく同社の一切の債務を保証しており

ます。
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（四半期連結損益計算書関係）

※１ このうち、主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年２月１日
 至 平成26年７月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年２月１日
 至 平成27年７月31日)

貸倒引当金繰入額 19,194千円 42,612千円

従業員給料手当 1,596,494 1,506,114

賞与引当金繰入額 249,685 388,782

退職給付費用 53,846 59,250

役員退職慰労引当金繰入額 10,269 7,126

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との

関係

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年２月１日
至 平成26年７月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年２月１日
至 平成27年７月31日)

現金預金 6,130,129千円 10,768,084千円

現金及び現金同等物 6,130,129 10,768,084

 

（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間（自 平成26年２月１日 至 平成26年７月31日）

１ 配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年４月25日
定時株主総会

普通株式 246,768 10.00 平成26年１月31日 平成26年４月28日 利益剰余金

 

２ 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連

結会計期間の末日後となるもの

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年９月５日
取締役会

普通株式 160,392 5.00 平成26年７月31日 平成26年10月６日 利益剰余金

 

当第２四半期連結累計期間（自 平成27年２月１日 至 平成27年７月31日）

１ 配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年４月24日
定時株主総会

普通株式 224,540 7.00 平成27年１月31日 平成27年４月27日 利益剰余金

 

２ 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連

結会計期間の末日後となるもの

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年９月８日
取締役会

普通株式 256,616 8.00 平成27年７月31日 平成27年10月６日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自 平成26年２月１日 至 平成26年７月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
       （単位：千円）

 報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３ 

商業その他
施設事業

チェーン
ストア事業

文化施設
事業

計

売上高         

(1)外部顧客への
売上高 18,550,334 7,187,409 5,744,708 31,482,452 1,054,024 32,536,476 － 32,536,476

(2)セグメント間
の内部売上高
又は振替高

1,208 － － 1,208 1,148,650 1,149,859 △1,149,859 －

計 18,551,543 7,187,409 5,744,708 31,483,661 2,202,675 33,686,336 △1,149,859 32,536,476

セグメント利益 1,305,228 148,633 518,200 1,972,061 316,902 2,288,964 6,824 2,295,789

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、商業施設の運営・管理、事

務機器等のレンタル・販売、労働者の派遣、不動産の賃貸・管理等の事業を含んでおります。

２ セグメント利益の調整額6,824千円は、セグメント間取引消去額であります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

当第２四半期連結累計期間（自 平成27年２月１日 至 平成27年７月31日）

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：千円）

 報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３ 

商業その他
施設事業

チェーン
ストア事業

文化施設
事業

計

売上高         

(1)外部顧客への
売上高 20,973,631 7,522,317 6,179,522 34,675,471 412,402 35,087,873 － 35,087,873

(2)セグメント間
の内部売上高
又は振替高

－ － － － 1,149,887 1,149,887 △1,149,887 －

計 20,973,631 7,522,317 6,179,522 34,675,471 1,562,290 36,237,761 △1,149,887 35,087,873

セグメント利益 1,525,181 347,246 540,471 2,412,899 177,356 2,590,256 14,864 2,605,121

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、商業施設の運営・管理、事

務機器等のレンタル・販売、労働者の派遣、不動産の賃貸・管理等の事業を含んでおります。

２ セグメント利益の調整額14,864千円は、セグメント間取引消去額であります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２ 報告セグメントの変更等に関する事項

 （耐用年数の変更）

会計上の見積りの変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より、本社建物等の耐用年

数を変更しております。これにより、従来の方法に比べて当第２四半期連結累計期間のセグメ

ント利益が、商業その他施設事業で71,765千円、チェーンストア事業で28,350千円、文化施設

事業で22,221千円それぞれ減少しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年２月１日
至 平成26年７月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年２月１日
至 平成27年７月31日）

１株当たり四半期純利益金額 （円） 35.35 37.80

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額 （千円） 1,701,186 1,818,979

普通株主に帰属しない金額 （千円） ─ ─

普通株式に係る四半期純利益金額 （千円） 1,701,186 1,818,979

普通株式の期中平均株式数 （株） 48,118,646 48,115,632

（注）１ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２ 当社は、平成27年８月１日付で普通株式１株につき1.5株の割合をもって株式分割を行っております。な

お、１株当たり四半期純利益金額については、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して

算定しております。

 

（重要な後発事象）

株式分割について

当社は、平成27年６月９日開催の取締役会決議に基づき、次のとおり株式分割を行っておりま

す。

１ 株式分割の目的

当社株式の流動性を高めて、投資家の皆様にとって、より投資しやすい環境を整えるととも

に、投資家層の拡大を図ることを目的としております。

 

２ 株式分割の概要

(1) 分割の方法

平成27年７月31日(金)を基準日として同日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所

有する当社普通株式を、１株につき1.5株の割合をもって分割いたしました。

 

(2) 分割により増加した株式数

① 株式分割前の発行済株式総数 32,282,714株

② 今回の分割により増加した株式数 16,141,357株

③ 株式分割後の発行済株式総数 48,424,071株

④ 株式分割後の発行可能株式総数 187,200,000株

 

(3) 日程

① 基準日公告日 平成27年７月16日(木)  

② 基準日 平成27年７月31日(金)  

③ 効力発生日 平成27年８月１日(土) (実質的な効力発生日は平成27年８月３日(月))

 

３ １株当たり情報に及ぼす影響

当該株式分割による影響については、「１株当たり情報」に記載しております。

 

２【その他】

平成27年９月８日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。
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(1) 配当金の総額………………………………………256,616千円

(2) １株当たりの金額…………………………………8.00円

(3) 支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成27年10月６日

（注） 平成27年７月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年９月３日
 

株式会社丹青社
 

 取締役会 御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中 井 新太郎   ㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 吉 村 健 一   ㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい
る株式会社丹青社の平成27年２月１日から平成28年１月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計
期間（平成27年５月１日から平成27年７月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年２月１日
から平成27年７月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連
結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四
半期レビューを行った。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠
して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結
財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我
が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比
べて限定された手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般
に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社丹青社及び連結子会社の
平成27年７月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及び
キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め
られなかった。
 

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。
 

以 上
 
 
(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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